
 
 

 

 

別添 2：NGO事業補助金と草の根無償資金協力の特徴の比較 
 

 NGO事業補助金 草の根無償資金協力 

基本理念 
我が国 NGOの強化育成・支援 開発における現地住民の自発的、自立的活動を

支援することを目的とした無償資金協力の一

形態 

対象団体 
団体の年間開発協力事業費が 100万円以上で、
過去 2年間以上にわたり、自ら人員を派遣した
海外活動実績を有すること 

我が国 NGOの内、現地に事務所があり、在外
公館との連絡が継続的に行える NGOは、海外
NGOと同様にその対象とする 

対象費用 
資機材、設備及び役務（技術及び輸送など）を

調達するために必要な費用、及び人件費、渡航

費及び事業管理費などソフト関連費用 

資機材、設備及び役務（技術及び輸送など）を

調達するために必要な費用 

対象地域 

原則として世銀ガイドラインによる IDA適格
の所得水準の開発途上国（平成 12年度におい
ては 1998年の国民一人当たりの GNPが、
1,460ドル以下の国） 

一般無償対象国を中心とするが IBRD償還期間
15年適格国についてもその国の状況を検討し
つつ実施している 

補助率 プロジェクト総事業費の 50％以内 供与対象費目の範囲内で全額の支援も可能 

受付方法 
期間実施条件 

本省にて 4～5月に受付、在外公館の同意、本
省交付（国際ボランティア補償支援、NGO海外
研修支援は除く） 

本省及び在外公館にて随時受け付け。 
本省にて便宜的に受け付けるが、受付後、在外

へ送付 

補助金額 
50万円以上 1,000万円以下（平成 14年度） 
1団体 5,000万円まで 

上限 1,000万円（最大 5,000万円） 

支払方法 精算払い 原則、前渡 

対象事業 
交付要綱に定められた 13分野の事業。ソフト
分野の事業を含む 

多様な援助ニーズを踏まえ協力効果が十分あ

ると判断されるもの 

事業の分野 

・平成元年度の 6分野から 13分野へと拡充さ
れた。対象分野は、(1) 農漁村事業、(2) 人
材育成、(3) 女性自立支援、(4) 保健衛生、
(5) 医療、(6) 地域産業向上、(7) 生活改
善、(8) 環境保全、(9) 民間援助物資輸送、
(10) 地域総合振興、(11) 事業促進支援制
度、(12) 国際ボランティア補償支援制度、
(13) NGO海外研修支援制度 
・日本の援助政策下にありながらも NGOの独
自性を尊重する観点から、13分野の開発協
力事業の中での優先順位は定められていな

い。 

国別援助計画により、対象国事に支援を行う、

開発協力事業の優先順位が定められている。 
 
（フィリピンの場合） 
貧困削減と地域間格差の解消（農村開発、保

健・衛生などの生活環境の改善）、環境保全（沿

岸漁業資源保護、アグロフォレストリーなど）

と災害対策、人的資源開発（初等中等教育、職

業訓練）、組織能力強化が優先分野である。 

開発事業への要件 
（審査の留意点） 

 

以下の項目を総合的に審査し交付

対象事業を決定する。 
① 団体として事業遂行・組織管理能力（団

体の実績、財政規模、職員数等を含む） 
② 事業内容 
③ 経費積算 
④ 従事する要員 
⑤ 総合的評価 
また、前年度の完了実績報告書や事業の内容等、

本補助金を受けて実施した過去の事業内容や事

務処理状況等も、翌年度以降の補助金審査の参

考とする。 

国別援助計画で設定された「優先順位」

に則って定められる。 
 
その他に案件の選定において重視している点

は、①草の根に広く裨益すること、②活動の持

続発展性や持続発展性や実施団体の運営能力

がある（あるいは育成すること）、③現地住民

の自発的、自立的活動の支援につながること 

案件選定方法 

民間援助支援室が選定を行う。在外公館へ次の

照会を行う。①外交上の問題点（事業が外交に

及ぼす影響）②政情、市民感情、治安面（邦人

保護の関係）③ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ、受入団体の照会、

④二重申請の有無 等である。 

在外公館が案件を選定する。 

＊平成 14年 7月より、日本の NGOを対象とする部分については、日本 NGO支援無償資金協力が引き継いだ。 

 


